
思
考
停
止
に
陥
っ
て
い
な
い
か
「
米
国
発
の
金
融

危
機
に
端
を
発
し
…
」
と
い
う
言
葉
に
接
す
る
た

び
に
、
日
本
が
思
考
停
止
状
態
に
陥
っ
て
し
ま
っ

て
い
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
心
配
が
募
る
。

今
こ
そ
将
来
の
日
本
の
あ
り
方
・
設
計
図
を
描
い

た
上
で
、〝
賢
者
の
能
動
的
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
〞

が
必
要
な
時
だ
と
思
う
。

社
会
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
強
化
を

昨
今
の
非

正
規
社
員
雇
用
問
題
、
特
に
「
派
遣
切
り
」
と
し

て
の
一
方
的
な
企
業
批
判
は
、
あ
ま
り
に
短
絡
的

過
ぎ
る
。
多
様
な
雇
用
形
態
は
、
製
造
業
の
国
内

定
着
等
、
経
営
・
労
働

双
方
、
す
な
わ
ち
国
民

に
と
っ
て
必
要
な
施
策

だ
っ
た
は
ず
だ
。
現
下

の
緊
急
時
に
こ
そ
、
非

正
規
社
員
の
雇
用
保
険

加
入
や
再
就
職
支
援
等
、

社
会
の
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
を
整
備
し
、
機

能
さ
せ
る
べ
き
時
で
あ

る
。
問
答
無
用
に
製
造

業
に
お
け
る
非
正
規
社
員
雇
用
を
禁
ず
る
の
は
、

国
際
競
争
力
を
考
え
な
い
本
末
転
倒
の
議
論
で
あ

ろ
う
。

社
会
保
障
制
度
再
設
計
を
急
げ
（
将
来
の
安
心
を
）

将
来
の
生
活
に
関
し
て
適
度
の
安
心
も
大
切
だ
。

日
本
の
社
会
保
障
給
付
（
年
金
・
医
療
・
福
祉
等
）

は
、
現
在
約
90
兆
円
だ
が
、
厚
労
省
の
推
計
で
は

２
０
１
５
年
に
１
２
０
兆
円
弱
に
膨
張
す
る
。
少

子
高
齢
化
が
進
む
中
、
世
界
で
標
準
的
な
消
費
税

率
15
〜
25
％
も
念
頭
に
、
消
費
税
率
ア
ッ
プ
と
社

会
保
障
制
度
再
設
計
セ
ッ
ト
の
国
民
的
合
意
と
そ

の
実
施
を
急
ぐ
べ
き
で
あ
る
。
世
代
間
格
差
が
拡

が
る
中
、
制
度
が
い
つ
ま
で
も
つ
の
か
？
　
給
付

額
も
わ
か
ら
な
い
と
い
っ
た
、
将
来
の
不
安
感
を

取
り
除
く
た
め
に
も
喫
緊
の
策
で
あ
る
。

税
に
も
国
際
競
争
力
を

い
か
に
し
て
経
済
の
活

力
を
取
り
戻
す
の
か
、
即
効
薬
は
な
い
。
状
況
が

悪
く
と
も
企
業
は
研
究
開
発
と
人
材
へ
の
投
資
は

惜
し
ま
な
い
。
そ
れ
こ
そ
が
生
命
線
だ
か
ら
だ
。

た
だ
し
、
国
際
競
争
力
を
左
右
す
る
国
の
諸
制
度

に
は
大
胆
な
見
直
し
を
か
け
る
べ
き
で
あ
る
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
平
均
の
法
人
税
率
は
、
１
９

９
３
年
の
36
・
８
％
が
２
０
０
６
年
に
28
・
１
％

と
な
っ
た
。
日
本
は
40
％
を
超
え
、
税
収
割
合
も

約
25
％
（
他
国
は
10
％
前
後
）
と
高
い
。
そ
の
後

も
中
国
は
２
０
０
８
年
に
25
％
と
な
り
、
英
・

独
・
加
も
２
０
０
８
〜
09
年
に
か
け
て
競
争
力
強

化
の
た
め
税
率
を
引
き
下
げ
た
。
今
は
25
％
前
後

が
世
界
の
主
流
だ
。
韓
国
は
、
現
在
の
25
％
を
今

年
か
ら
22
％
に
、
２
０
１
１
年
に
は
20
％
に
引
き

下
げ
る
予
定
だ
。

法
人
税
率
の
引
き
下
げ
は
企
業
の
エ
ゴ
だ
、
と

い
う
批
判
は
一
面
的
す
ぎ
る
。
他
国
並
み
に
す
る

だ
け
で
、
日
本
で
の
雇
用
や
投
資
・
研
究
開
発
を

誘
発
し
、
健
全
な
中
間
所
得
層
が
拡
大
す
る
。
こ

れ
に
よ
る
消
費
拡
大
や
所
得
増
加
を
通
じ
た
税
収

創
出
効
果
を
認
識
す
べ
き
で
あ
る
。

能
動
的
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト

日
本
で
は
、
非
正

規
社
員
雇
用
・
社
会
保
障
制
度
再
設
計
・
税
制
改

革
（
消
費
税
・
法
人
税
）
を
「
格
差
」「
弱
者
」
の

視
点
か
ら
否
定
的
に
捉
え
る
議
論
や
論
調
も
多
い

が
、
私
は
逆
に
「
弱
者
救
済
」「
格
差
解
消
」
の
た

め
に
は
、
今
こ
そ
、
こ
れ
ら
に
能
動
的
な
パ
ラ
ダ

イ
ム
シ
フ
ト
が
必
要
だ
と
考
え
る
。

巻頭言

數土文夫

パラダイムシフトの時代に考える
副代表幹事

農業改革委員会委員長

JFEホールディングス
取締役社長
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①ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）と事業型NPO
②対内直接投資拡大に向けて

いつまでも続く「今」はない。

会員委員会　有富慶二
教育問題委員会　小林いずみ

教育問題委員会提言、米州委員会意見書 ほか

2009年度正副代表幹事 推薦候補者の内定について

2009年１月の記録と３月の予定

2009年１月16日現在の入退会者

2008年度新委員会発足について

「教え魔」との交流

●巻頭言　數土文夫

●特集

●リレートーク　佐山展生

●委員長インタビュー

●経済同友最前線

●お知らせ

●同友会スケッチ

●新入会員紹介

●お知らせ

●私の思い出写真館　西松遙
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